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- 平成17年度 平成18年度 平成19年度

(18.02)
公債費充当一般財源等額
(繰上償還額､公営企業債償還額及び満期一括地方債の元金に係るものを除く)

(1) 1,215,213 1,225,075 1,329,407 (3)の内訳 決算額(単位:千円)

11.5 満期一括地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの(年度割相当額)等 (2) 0 0 0

(25.0) 公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金 (3) 595,911 688,532 895,544

61.7 一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負担金 (4) 357,129 350,734 336,301

(350.0) 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの (5) 172,872 145,544 127,405

一時借入金の利子 (6) 0 0 0

災害復旧費等に係る基準財政需要額 (7) 260,810 339,975 470,042

災害復旧費等に係る基準財政需要額(準元利償還金に係るもの) (8) 29,635 32,807 33,195

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 (9) 355,848 253,446 199,335

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(準元利償還金に係るもの) (10) 436,516 510,231 545,612 (5)の内訳 決算額(単位:千円)

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金 (11) 9,907 10,518 10,491
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金
(地方債の元利償還額を基礎として算入されたものに限る)

(12) 9,196 9,245 9,220

小計　（（(1)～(6)）－（(7)～(12)）） (Ａ) 1,239,213 1,253,663 1,420,762

標準財政規模 (13) 12,802,740 12,347,327 12,304,241

(7)～(12)の額 (14) 1,101,912 1,156,222 1,267,895

小計　(13)－(14) (Ｂ) 11,700,828 11,191,105 11,036,346

(Ｃ) 10.59081 11.20232 12.87348

決算額
(単位:千円､％)

一般会計 (1) 711,908

公平委員会特別会計 (2) 157 平成19年度末一般会計等の地方債現在高 (1) (3)の内訳 決算額(単位:千円)

基幹水利施設管理事業特別会計 (3) 1,086 債務負担行為に基づく支出予定額 (2)

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額 (3)

水道事業特別会計 (4) 1,164,727 組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額 (4)

工業用水道事業特別会計 (5) 90,229 - 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額 (5)

設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額 (6)

連結実質赤字額 (7)

簡易水道事業特別会計 (6) 76,501 組合等の連結実質赤字額相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額 (8)

公共下水道事業特別会計 (7) 57,867 (9)

農業集落排水事業特別会計 (8) 23486 - (10) (6)の内訳 決算額(単位:千円)

(11)

国民健康保険事業特別会計 (9) 322,301 (Ａ)

老人保険事業特別会計 (10) 110,304 (12)

介護保険事業特別会計 (11) 42,522 (13)

(14)

(15)

(16)

(Ａ) 0 (17)

(Ｂ) 12,304,241 (18)

- (Ｂ)

将来負担比率

農業集落排水整備事業特別会計

822,566

茨城県信用保証協会 3,780

※平成１９年度は，全ての会計において黒字となっているため，連結実質赤字額は０，
　連結赤字比率及び資金不足比率は－表示になっています

連結実質赤字額（(1)～(11)）

標準財政規模

連結実質赤字比率　(A)／(B)×100

-

事業繰越額 (Ｃ) 0

標準財政規模 (Ｄ) 12,304,241

実質赤字比率（(A)＋(B)＋(C））／(D)

将 来 負 担 比 率
( 早 期 健 全 化 基 準 )

(Ｂ) 0支払繰延額

実　質　赤　字　比　率

区　　　　　分 決算額(単位：千円、％)

繰上充用額 (Ａ) 0

比
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の

状

況

(%)

(%)

(%)

(%)

実 質 赤 字 比 率
( 早 期 健 全 化 基 準 )

連結実質赤字比率
( 早 期 健 全 化 基 準 )

実 質 公 債 費 比 率
( 早 期 健 全 化 基 準 )

平 成 19 年 度 の 内 訳

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(準元利償還金に係るもの)

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金
(地方債の元利償還額を基礎として算入されたものに限る)

小計　（標準財政規模(12)－算入公債費等(13)～(18)）

分
　
　
母

区　　　　　分
決算額（単位：千円、％）

3,780

0

将　来　負　担　比　率

区　　　　　分 決算額（単位：千円、％）

9,882,808

2,747,449

左　の　内　訳

水道事業会計

公共下水道事業特別会計

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

小計　（将来負担額－（(9)～(11)）

9,362,104

382,697

33,195

特定の歳入見込額

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

199,335

12,304,241

災害復旧費等に係る基準財政需要額(準元利償還金に係るもの)

実　質　公　債　費　比　率

将
来
負
担
額

平成19年度年度末の充当可能基金現在高

11.5

単年度実質公債費比率　(Ａ)／(Ｂ)×１００

実質公債費比率（三ヵ年平均）　 (Ｃ)／３

14,397,706

819,807

4,871,788

農業集落排水整備事業特別会計

11,036,346

19,023,584

6,812,953

545,612

10,491

9,220

470,042

209,031
分
　
　
　
子

水道事業会計 193,966

公共下水道事業特別会計 492,547

地方公務員共済組合が建設した
職員住宅等の無償譲渡を受ける
ために支払う賃借料

17,475

その他これらに準ずると認めら
れるもの 35,515

国営土地改良事業並びに旧独立行政法
人緑資源機構、独立行政法人水資源機
構及び独立行政法人環境再生保全機構
の行う事業に対する負担金

74,415
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標準財政規模

災害復旧費等に係る基準財政需要額

13,452,823

0

2,035,434

連　結　実　質　赤　字　比　率

61.7　(A)／(B)×100

資金不足比率

(単位:％)

-

-

-
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